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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成16年６月28日に提出いたしました第100期(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日)の有

価証券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報

告書の訂正報告書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

  第一部 企業情報 

    第５ 経理の状況 

      １ 連結財務諸表等 

      (１) 連結財務諸表 

          注記事項 

         （連結貸借対照表関係） 

         （リース取引関係） 

         （デリバティブ取引関係） 

           ２ 取引の時価等に関する事項 

            デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

             (1) 通貨関連  

      ２ 財務諸表等 

      (１) 財務諸表 

          注記事項 

         （リース取引関係） 

 

３ 【訂正箇所】 

 訂正箇所は    を付して表示しています。 

 

  第一部【企業情報】 

    第５【経理の状況】 

      １【連結財務諸表等】 

      （１）【連結財務諸表】 

          注記事項 

 

（連結貸借対照表関係） 

（訂正前） 

前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

※４ このうち、社債 246百万円及び長期借入金 231百

万円(うち一年内返済 217百万円)の担保に供して

いるものは次のとおりであります。 

土地・建物 1,361百万円

工場財団 
(土地・建物・機械装置) 

837 〃 

計 2,199百万円
 

※４ このうち、短期借入金 575百万円、社債 192

百万円及び長期借入金 62百万円(うち一年内返済

43百万円)の担保に供しているものは次のとおり

であります。 

土地・建物 2,213百万円

工場財団 
(土地・建物・機械装置) 

 830 〃 

計 3,044百万円
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（訂正後） 

前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

※４ このうち、社債 246百万円及び長期借入金 231百

万円(うち一年内返済 217百万円)の担保に供して

いるものは次のとおりであります。 

土地・建物 1,361百万円

工場財団 
(土地・建物・機械装置) 

837 〃 

計 2,199百万円
 

※４ このうち、短期借入金 575百万円、社債 192

百万円及び長期借入金 85百万円(うち一年内返済

54百万円)の担保に供しているものは次のとおり

であります。 

土地・建物 2,213百万円

工場財団 
(土地・建物・機械装置) 

 830 〃 

その他(投資有価証券)  48 〃 

計 3,092百万円
 

 

 

（リース取引関係） 

（訂正前） 
 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 

36 14 22

機械装置及び 
運搬具 

10,724 5,808 4,915

工具器具備品 9,369 4,408 4,961

無形固定資産 471 338 132

合計 20,601 10,570 10,031

 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 

7,346 4,493 2,853

機械装置及び
運搬具 

4,401 2,791 1,610

工具器具備品 20,564 9,812 10,752

営業用 
賃貸資産 

9,045 4,712 4,332

無形固定資産 1,085 582 502

合計 42,443 22,392 20,051

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注) 同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,564百万円

１年超 6,466 〃 

合計 10,031 〃 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,089百万円

１年超  11,961 〃 

合計  20,051 〃 
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割 合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

(注) 同左 

 

以下省略 

 

 

以下省略 
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（訂正後） 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 

36 14 22

機械装置及び 
運搬具 

10,724 5,808 4,915

工具器具備品 9,369 4,408 4,961

無形固定資産 471 338 132

合計 20,601 10,570 10,031

 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 

7,346 4,493 2,853

機械装置及び
運搬具 

4,401 2,790 1,610

工具器具備品 20,463 10,578 9,884

営業用 
賃貸資産 

9,045 4,712 4,332

無形固定資産 1,187 645 541

合計 42,443 23,221 19,222

 
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注) 同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,564百万円

１年超 6,466 〃 

合計 10,031 〃 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,089百万円

１年超  11,132 〃 

合計  19,222 〃 
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(注) 同左 

 

以下省略 

 

 

以下省略 
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（デリバティブ取引関係） 

 ２ 取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

   (1) 通貨関連  

（訂正前） 

前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

区分 種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価 

(百万円)

評価損益

(百万円)

契約額等

(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益

(百万円)

為替予約取引     
 売建    

  米ドル 8,167 ― 8,235 △68 20,091 ― 19,664 426

  ユーロ 5,869 ― 6,013 △143 29,709 ― 28,505 1,204

  その他 1,278 ― 1,299 △21 489 ― 483 5

 買建    

  米ドル 137 ― 147 10 3 ― 3 0

  ユーロ ― ― ― ― 671 ― 679 7

市場取引 
以外の取引 

  その他 ― ― ― ― 954 ― 886 △81

 合計 15,452 ― 15,696 △223 51,919 ― 50,223 1,562

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引については、先物為替相場によっております。     

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 

 

（訂正後） 

前連結会計年度 
(平成15年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成16年３月31日) 

区分 種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価 

(百万円)

評価損益

(百万円)

契約額等

(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益

(百万円)

為替予約取引     
 売建    

  米ドル 8,167 ― 8,235 △68 20,091 ― 19,664 426

  ユーロ 5,869 ― 6,013 △143 29,709 ― 28,505 1,204

  その他 1,278 ― 1,299 △21 489 ― 483 5

 買建    

  米ドル 137 ― 147 10 3 ― 3 0

  ユーロ ― ― ― ― 671 ― 679 7

市場取引 
以外の取引 

  その他 ― ― ― ― 967 ― 886 △81

 合計 15,452 ― 15,696 △223 51,933 ― 50,223 1,562

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引については、先物為替相場によっております。     

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。 
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  ２【財務諸表等】 

  （１）【財務諸表】 

      注記事項 

（リース取引関係） 

（訂正前） 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物 36 14 22

機械及び装置 5,869 2,668 3,200

車両運搬具 20 12 7

工具器具備品 3,579 1,803 1,776

ソフトウエア 261 194 67

合計 9,767 4,693 5,073
 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両運搬具 33 11 22

工具器具備品 3,572 1,024 2,548

ソフトウエア 41 24 17

合計 3,647 1,059 2,587

   

   
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注) 同左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,446百万円

１年超 3,627百万円

合計 5,073百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 742百万円

１年超 1,845百万円

合計 2,587百万円
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(注) 同左 

 

以下省略 

 

 

以下省略 
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（訂正後） 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

建物 36 14 22

機械及び装置 5,869 2,668 3,200

車両運搬具 20 12 7

工具器具備品 3,579 1,803 1,776

ソフトウエア 261 194 67

合計 9,767 4,693 5,073
 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車両運搬具 33 10 22

工具器具備品 3,470 1,790 1,680

ソフトウエア 143 87 55

合計 3,647 1,888 1,758

   

   
 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

(注) 同左 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,446百万円

１年超 3,627百万円

合計 5,073百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 742百万円

１年超 1,016百万円

合計 1,758百万円
 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(注) 同左 

 

以下省略 

 

 

以下省略 

 

 


